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第４章 外来医療計画 
第 1 節 外来医療計画策定の経緯 

  外来医療は、地域で中心的に外来医療を担う無床診療所の開設状況が都市
部に偏っている、診療所における診療科の専門分化が進んでいる、救急医療
提供体制の構築、グループ診療の実施、放射線装置の共同利用等の医療機関
の連携の取組が、地域で個々の医療機関の自主的な取組に委ねられている等
の状況にあります。 

今般、医師偏在の度合いが指標により示されることに伴い、地域ごとの外
来医療機能の偏在等の客観的な把握も可能となることから、この情報を、新
たに開業しようとしている医療関係者等が自主的な経営判断に当たって有益
な情報として参照できるよう、可視化して提供することで、個々の医師の行
動変容を促し、偏在是正につなげていくこととされました。 

第２節 外来（診療所）医師数の現状 

  本県の平成 28 年 12 月末現在の診療所における従事医師数は 645 人で、平
成 22 年と比較すると 8 人増加していますが、増加率は 1.6％と全国の増加率
3.0％を 1.4％下回っています。 

  また、人口 10 万対では 77.7 人と、平成 22 年と比較して 3.9 人増加して
いますが、全国 80.7 人を 3.0 下回っています。 

   【 図表６ 外来（診療所）医師数の推移（全国/山梨県） 】 

 
区分 H22 H24 H26 H28

山梨県 637 638 635 645
全国 99,465 100,544 101,884 102,457

山梨県 73.8 74.9 75.6 77.7
全国 77.7 77.7 80.2 80.7

資料：医師・⻭科医師・薬剤師調査（厚⽣労働省）

（各年12月31日現在：人）

医療従事者医師数

項目

実数

人口10万対

※ 外来医師偏在指標を含む医師偏在指標の確定値は、 

２月中旬に公表予定のため、その後の解禁とします。 

資料１－１ 
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  医療圏域ごとの診療所の従事医師数では、中北医療圏が 414 人で最も多
く、峡東医療圏が 80 人、峡南医療圏が 20 人、富士･東部医療圏が 131 人、
となっており、人口 10 万対では、中北医療圏が 89.3 人、峡東医療圏が 59.1
人、峡南医療圏が 38.7 人、富士・東部医療圏が 73.1 人と、中北医療圏に医
師が集中しています。 

【 図表７ 外来（診療所）医師数の推移（県内二次医療圏） 】 

 

 

 

 

 

実数 人口10万対 実数 人口10万対 実数 人口10万対 実数 人口10万対

全　国 99,465 77.7 100,544 77.7 101,884 80.2 102,457 80.7

山梨県 637 73.8 638 74.9 635 75.6 645 77.7

　中　北 403 85.0 403 85.9 399 85.6 414 89.3

　峡　東 76 53.8 79 56.6 80 58.4 80 59.1

　峡　南 24 41.3 24 42.8 22 40.9 20 38.7

　富士･東部 134 70.6 132 70.7 134 73.1 131 73.1

資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）

（各年12月31日現在：人）

区　分
H22 H24 H26 H28
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第３節 外来医師偏在指標 

  外来医師偏在指標は、地域ごとの医療ニーズや人口構成、患者の流出入､
医師の性年齢構成等の要素を踏まえ、外来医師（診療所医師）の偏在状況を
全国ベースで客観的に比較する指標として、二次医療圏別に厚⽣労働省が算
定し、令和 2 年 2 月に公表した指標です。 

  なお、外来医師偏在指標は、必ずしも医師偏在の状況を表しうる要素が全
て盛り込まれておらず、一定の仮定のもとに算出されていることから、医師
の絶対的な充足状況を示すものではなく、あくまでも相対的な偏在の状況を
表すものという性質のため、留意が必要です。 

外来医師偏在指標の要素である外来患者の流出入については、都道府県間
及び県内二次医療圏間における外来患者の流出入を考慮しており、厚⽣労働
省が算出した本県の外来患者流出入の状況は、1 日あたり外来患者 1,099 人
が県外に流出しています。また、県内二次医療圏の外来患者は、1 日あたり
中北医療圏に 1,443 人が流入し、峡東医療圏から 775 人、峡南医療圏から
838 人、富士・東部医療圏から 928 人が流出しています。 

【 表１０ 外来患者流出入の状況（都道府県間） 】 

 
 
 
 
 
 
 

【 表１１ 外来患者流出入の状況（二次医療圏間） 】 

県内 県外（出）

県内 35,400 1,399 36,799
県外（入） 300 － －

35,700 － －
資料：平成30年度医師偏在指標作成支援データ集（厚⽣労働省）

            施設所在地
 患者居住地

患者数（施設所在地） 患者総数
(患者住所地)

患者流出入数
(人/日)

患者数
（患者住所地） -1,099

患者総数（施設所在地）

中北 峡東 峡南 富士・東部 県外（出）

中北 19,247 457 180 21 517 20,421 1,443

峡東 1,292 4,859 4 14 121 6,289 -775

峡南 864 22 1,453 3 142 2,483 -838

富士・東部 302 144 1 6,539 620 7,606 -928

県外（入） 159 32 8 101 － － －

21,864 5,514 1,646 6,678 － － －

資料：平成30年度医師偏在指標作成支援データ集（厚⽣労働省）

患
者
数

（
患
者
住
所
地
）

患者総数(施設所在地)

      施設所在地

 
 患者住所地

患者数（施設所在地）（病院+⼀般診療所の外来患者数、人/日）
患者総数

(患者住所地)

患者
流出入数
(人/日)



4 

 （１）外来医師偏在指標の算定方法 

   外来医師偏在指標は、次の算定式により算出されます。令和 2 年 2 月に
厚⽣労働省から示され外来医師偏在指標は、平成 28 年（2016 年）の医
師・⻭科医師・薬剤師調査に基づき算定されています。 

【 図１３ 外来医師偏在指標の算定式 】 

 

 

 

【 表１２ 地域の診療所の外来患者対応割合と外来患者流出入調整係数 】 

 

 区分
地域の診療所の

外来患者対応割合
外来患者

流出入調整係数
（参考）全国 75.5% 1.000

中 北 76.7% 1.071
峡 東 58.3% 0.877
峡 南 43.7% 0.633

富士・東部 73.3% 0.878
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（２）県内二次医療圏の状況 

   県内二次医療圏の外来医師偏在指標は、中北医療圏が 108.0、峡東医療
圏が 111.0、峡南医療圏が 109.6、富士・東部医療圏が 107.8 であり、県
内４医療圏全てが、全国平均値を上回っています。 

   外来医師偏在指標では、流出した患者が流出先の医療圏の患者として扱
われるため、多くの患者が流出している峡東、峡南及び富士・東部医療圏
では、医療需要が少ないと見なされ、外来医師偏在指標が上位になってい
ます。また、外来患者が病院と診療所のどちらで受診しているかを表す外
来患者対応割合では、峡東及び峡南医療圏において診療所ではなく病院を
受診する割合が高いため、外来医師偏在指標が上位となっています。 

 

【 図１４ 外来医師偏在指標（全国/県内二次医療圏） 】 

第４節 外来医師多数区域の設定 

  外来医師多数区域は、外来医師偏在指標を一律に比較し、指標の上位 1/3
に該当する二次医療圏を、外来医師多数区域とし厚⽣労働省が設定します。 

  県内二次医療圏では、４医療圏全てが上位 1/3 に該当するため、外来医師
多数区域となります。 

  なお、外来医師多数区域は、対象となる二次医療圏で新たに開業しようと
する医療関係者等に対し、各二次医療圏の外来医療機能の偏在等の客観的な
把握を可能とし、自主的な行動変容を促すことを目的として設定することか
ら、二次医療圏単位でのみ設定し、都道府県単位での設定は行いません。 
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【 表１３ 外来医師多数区域設定の状況 】 

 

 
第５節 新規開業者への情報提供及び要求等 

 （１）新規開業者等への情報提供 

   新規開業者等に対しては、県ホームページ等により、厚⽣労働省からの
提供データを中心に情報提供を行います。(「資料編（２）外来医療関係情
報」参照) 

 （２）外来医師多数区域における新規開業者等への要求 

   ガイドラインでは、外来医師多数区域においては、新規開業者等に対し
て、当該医療圏で不足している外来医療機能を担うことを求めることして
います。本県は、4 医療圏全てが外来医師多数区域に該当することから、
開業に当たっての事前相談等の際に理解と協力を求めるとともに、開設届
または開設許可申請書において、当該医療圏において不足する外来医療機
能を担うことに同意する旨を求めます。また、当該医療圏において不足し
ている全ての外来医療機能を担うことを拒否する場合は、その理由等の確
認を行うこととします。 

 （３）地域で不足している外来医療機能 

   各二次医療圏で不足する外来医療機能については、各二次医療圏に設置
されている山梨県地域保健医療推進委員会において設定した次の外来医療
機能について協力を求めることとします。 

  

区分
外来医師
偏在指標

設定区域

 中 北 108.0 94位/335医療圏 (上位1/3) 外来医師多数区域
 峡 東 111.0 79位/335医療圏 (上位1/3) 外来医師多数区域
 峡 南 109.6 87位/335医療圏 (上位1/3) 外来医師多数区域
 富士・東部 107.8 97位/335医療圏 (上位1/3) 外来医師多数区域

全国順位
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＜県内ニ次医療圏において協力を求める外来医療機能＞ 

 【中北医療圏】 
   ○ 
   ○ 
   ○  
   ○ 
    

 【峡東医療圏】 
   ○  
    ○ 
   ○  
   ○ 
     

 【峡南医療圏】 
   ○  
   ○ 
   ○  
   ○  
      

 【富士・東部医療圏】 
   ○  
    ○ 
   ○  
   ○  
      

第６節 医療機器の効率的な活用 

 （１）医療機器の効率的な活用の考え方 

   人口当たりの医療機器の台数には地域差があり、今後、人口減少が見込
まれ、効率的な医療提供体制を構築する必要がある中、医療機器について
も効率的に活用できるよう対応を行う必要があることから、医療機器の新
規購入希望者等に対して、地域ごとの医療機器の配置状況等の情報を提供
し、医療機器の共同利用を促進します。 

 

・初期救急医療 
・在宅医療 

・初期救急医療 

・初期救急医療（在宅当番医制） 
・在宅医療 
・学校医等 
・感染症への対応 

・初期救急医療（在宅当番医制） 
・在宅医療 
・学校医等 
・感染症への対応 
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（２）共同利用対象の医療機器 

  共同利用の対象とする医療機器は、次のとおりです。 

○ ＣＴ （ 全てのマルチスライス CT /マルチスライス CT 以外の CT） 
○ ＭＲＩ（ 1.5 テスラ未満 / 1.5 テスラ以上 3.0 テスラ未満 

 / 3.0 テスラ以上の MRI ） 
○ ＰＥＴ（ PET / PET-CT ） 
○ マンモグラフィ 
○ 放射線治療（ リニアック / ガンマナイフ ） 

 （３）医療機器の新規購入者等への情報提供と要求 

   共同利用の対象となる医療機器を新規に購入または更新する医療機関に
対しては、共同利用対象となる医療機器の保有状況等の情報（「資料編
（３）共同利用対象医療機器関係情報」参照）を提供するとともに、医療
機器の備付に関する届出の際に、該当する共同利用対象の医療機器、共同
利用の相手方となる医療機関、保守・整備等の実施に関する方針、画像情
報及び画像診断情報の提供に関する方針等を内容とした共同利用計画書の
提出を求めます。共同利用を行わない場合は、その理由の確認を行いま
す。 

【 図表８ 共同利用対象医療機器の保有状況 】 

 
 



医師確保計画・外来医療計画の概要

○ 計画の位置付け 医療法第30条４第2項第11号 医師の確保に関する事項 (H30.7改正)

○ 計 画 期 間 3年間 （今回は、現行医療計画の計画期間との整合から4年間（2020年～2023年） ）

１ 基本的事項

２ 医師確保計画

④ 必要医師数と目標医師数

○ 将来の必要医師数と計画期間中に確保
するべき目標医師数とを定める。

＜必要医師数＞
将来時点の2036年において、全国の医師

数が全国の医師需要に一致すると見込んで
医師偏在指標値（全国値）を算出し、県及び
各二次医療圏の医師偏在指標が全国値と
等しい値となるのに必要な医師数。

＜目標医師数＞
計画期間終了時点の2023年において、

医師少数区域（県）が計画期間開始時の
下位１／３の基準を脱するために要する
具体的な医師数。

⑤ 目標達成のための施策

医師確保の方針を踏まえ、目標医師数を達成するための具体的な施策を定める。
【 国が示す確保施策の事例 】
＜短期的な施策＞ ・県内における医師の派遣調整 ・キャリア形成プログラムの運用 等
＜長期的な施策＞ ・医学部における臨時定員増や地域枠の設定 等
＜その他の施策＞ ・地元出身の医師の養成を目的に中高生を対象とした医療セミナー

・地域医療を担う医師の増加を目的に医学部生を対象とした地域医療、在宅医療体験研修の充実 等

３ 外来医療計画

⑤ 医療機器の効率的な活用に係る事項

○ 医療機器（CT、MRI、PET、放射線治療（ﾘﾆｱｯｸ・ｶﾞﾝﾏﾅｲﾌ）、マンモグラフィ）の配置、保有状況、
共同利用の可否等を情報提供するとともに、共同利用を促す方策を定める。

③ 新規開業者等に対する情報提供に関する事項

○ 外来医師偏在指標や外来医師多数区域、医療機関の所在地に関する情報等、開業に当
たって参考となるデータを整理し、情報提供を行う。

④ 外来医師多数区域における新規開業者に求める事項

○ 外来医師多数区域においては、新規開業者に対して地域で不足する外来医療機能を担うこ
とを求めることとし、求める機能（例：夜間・休日の初期救急、在宅医療、学校医・産業医・予防
接種等の公衆衛生等）や新規開業時の届出方法等を定める。

③ 医師確保の方針

○ 設定された区域（多数、少数、どちらでもない）により、県及び二次医療圏ごとの医師確保の方針を定める。
【 国が示す基本的な医師確保方針の方向性 】

➢ 医師少数区域（県）については、計画期間終了時点の2023年までに、医師偏在指標の下位１／３の基準を脱するために必
要な医師を確保するため、短期的な確保策を中心に重点的に取り組むことを基本方針とする。

➢ 医師多数地域（県）・どちらでもない地域（県）については、既存の医師確保対策を継続しながら、中長期的な医師の多寡を
踏まえつつ、地域の実情に合った取り組みを行うことを基本方針とする。

① 外来医師偏在指標

○ 外来医師（診療所医師）の偏在状況を全国ベースで客観的に比較するために、地域ごとの医
療ニーズや人口構成、患者の流出入､医師の性年齢構成等を踏まえた新たな指標。二次医療
圏ごとに国が２月に公表。

② 外来医師多数区域

○ 各二次医療圏の外来医師偏在指標を一律に比較し、指標の上位１／３に該当する二次医
療圏を、外来医師多数区域 として定める。

⑥ 産科・小児科における医師確保策(産科・小児科医師確保計画)

⑥－１ 産科及び小児科医師偏在指標

○ 産科及び小児科医師の偏在状況を全国ベースで客観的に比較するために、地域ごとの医療
ニーズや人口構成、患者の流出入（小児科のみ）､医師の性年齢構成等を踏まえた新たな指標。
周産期医療圏（中北／富士・東部の2医療圏）・小児医療圏（国中／富士・東部の2医療圏）ごと
に、国が２月に公表。

⑥－２ 相対的医師少数区域（県）

○ 各都道府県及び各周産期・小児医療圏の産科及び小児科医師偏在指標を一律に比較し、指
標の下位１／３に該当する県及び二次医療圏を、相対的医師少数区域（県） として定める。

⑥－３ 産科及び小児科における医師確保の方針

○ 相対的医師少数区域（県）は、県及び周産期・小児医療圏ごとの医師確保の方針を定める。

⑥－４ 偏在対策基準医師数

○ 計画期間終了時点の2023年に、相対的医師少数区域（県）が、計画期間開始時の下位１／３
の基準を脱するために要する医師数を定める。

⑥－５ 偏在対策基準医師数を踏まえた施策

○ 相対的医師少数区域（県）は、県及び周産期・小児医療圏ごとの具体的な施策を定める。

② 医師多数区域（県）・医師少数区域（県）

○ 各都道府県及び各二次医療圏の医師偏在指標を一律に比較し、
指標の上位１／３を医師多数区域（県）、下位１／３を医師少数区域
（県）として定める。

○ 局所的に医師が少ない地域を医師少数スポットとして定める。

① 医師偏在指標

○ 医師の偏在状況を全国ベースで客観的に比較するために、地域ご
との医療ニーズや人口構成、患者の流出入､医師の性年齢構成等
を踏まえた新たな指標。県及び二次医療圏ごとに、国が２月に公表。

※ 医師偏在指標は医師の絶対的な充足状況を表すものでは
なく、あくまでも地域（県）間の医師配置の状況を比較するた
めの目安であるという性質のものであることに留意が必要

医師多数区域（県）・医師少数区域（県）の設定
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要
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数
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策定の経緯

○ これまで地域ごとの医師数の比較には人口10 万人対医師数が用いられてきたが、医師数の多寡を統一的・客観的に把握す
るには不十分であり、データに基づいた医師偏在対策を行うことが困難であったことから、医師偏在の度合いを示す新たな指
標を導入し、この新たな指標に基づく医師確保対策を実施することとされた。

目
標
医
師
数
の
考
え
方

策定の経緯

○ 診療科別の医師偏在の把握には、診療科と疾病・診療行為との対応を明らかにする必要があ
るが、時間を要する。一方、産科、小児科は、他の診療科に比べ診療科と診療行為の対応が
明らかにしやすく、政策医療の観点からも医師確保の必要性が高いことから、新たな指標に基
づく医師確保対策を実施することとされた。

策定の経緯

○ 外来医療については、無床診療所開設の都市部への偏り、診療科の専門分化の進行、医療
機関間の連携が個々の医療機関の自主的な取組に委ねられている等の状況を踏まえ、地域
ごとの外来医療（診療所）の偏在・不足等を客観的に把握するための新たな指標を導入し、偏
在・不足する外来医療機能の確保対策を実施することとされた。

（県） 47・46・45… …32 31… …17 16… …3・2・1

（医療圏） 33５･･･ ・・・224 223･･･ ･･･113 112･･･ ･･･3･2･1

少数区域（県） どちらでもない地域（県） 多数区域（県）

● 少数区域（県）は、下位
　１／３を脱するための医師
　数が目標医師数となる

● 多数県、どちらでもない県は、目標達成済みとする
● 多数区域、どちらでもない区域は、地域の実情を踏まえ
　目標医師数を設定

★下位33.3％

（県） 47・46・45… …32 31… …17 16… …3・2・1

（医療圏） 33５･･･ ・・・224 223･･･ ･･･113 112･･･ ･･･3･2･1

　

少数区域（県） どちらでもない地域（県） 多数区域（県）

● 将来（2036年）の医師偏在指標において
　全国値と等しくなるための医師数が
　必要医師数となる

★全国値

医師偏在指標

都道府県の順位
医療圏の順位

小 大
47位 46位 45位・・・・・・・・・・・・・・3位 2位 1位
335位 334位 333位・・・・・・・・・・・・3位 2位 1位

下位１／３

⇒医師少数区域(県)

47都道府県／全国335医療圏

上位１／３

⇒医師多数区域（県）

９


